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７５歳以上 ６５歳～７４歳 １５歳～６４歳

１４歳以下 高齢化率 人口に占める

75歳以上の比率
人口に占める15歳～64歳の比率

【参考１】青森県の人口構成の推移と今後の見通し 【参考２】青森県の第１号被保険者のうち要支援・要介護認定者の数の推移

（資料）2020年までは国勢調査、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所推計
（資料）2023年度までは「介護保険事業状況報告」（各年度９月分）、2024年度以降は地域包括
ケア「見える化」システムの推計

（千人） （％） （人）

「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２４」の概要

○青森県老人福祉計画、青森県介護保険事業支援計画、青森県介護給付適正化計画、青森県認知症施策推進計画を含む一体的な計画
〇高齢者福祉及び介護保険事業を取り巻く環境の変化や本県の現状・課題を踏まえ、地域と連携して取り組むべき施策の方向性を示す基本指針
○計画期間は令和６年度～令和８年度

１ 計画の位置付け

○高齢化率の上昇、15歳から64歳までの生産年齢人口の減少により、2045年に生産年齢人口の割合が65歳以上人口の割合を下回る見通し。
65歳以上人口は2025年にピークを迎えるが、要支援・要介護認定者数はそれ以降も増加し、介護需要は今後も増え続ける見通し。

○地域における居場所づくりや支え合いの推進、介護現場の生産性向上等を通じたサービス提供の持続性確保によって、人口減少下でも高齢者
の生活を維持できる、持続可能な地域社会を実現する必要がある。

２ 現状と今後の見通し

資料１－１
令和７年７月

第１回すこやか協議会

〇計画・実施・評価・改善のＰＤＣＡサイクルを推進
○「あおもり高齢者すこやか自立プラン推進協議会」の意見を踏まえ、年度ごとに進捗状況の報告及び評価を行い、取組の改善を図る。

３ 進行管理と評価

１



４ 計画の概要

生活習慣の改善など健康寿命の延伸に向け、市町村と連携し、
健康づくりや高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施などの
取組を推進

高齢者が地域社会の担い手としていきいきと活躍できる社会づ
くりを目指し、就業やボランティアといった活躍の場の拡充とつど
いの場などのコミュニティの活性化を推進

介護予防とともに地域での支え合い（互助）をベースとした地域
共生社会や意思決定支援（成年後見・ACP）の取組を推進

認知症基本法、認知症施策推進大綱に基づき、本人及びその家
族を支援する取組や認知症に関する正しい知識の普及啓発を
促進

地域医療構想における入院医療から在宅医療・介護への対応の
方針を踏まえ、看取りを含む提供体制の整備を推進

持続的な介護サービス提供や介護サービスの質向上のため、
介護人材確保・定着や介護現場の生産性向上のための取組を
推進

市町村の介護保険事業計画における動向を踏まえ、地域密着
型サービスを中心に介護保険サービス見込量を推計

従来の介護事業者への指導・監督に加え、非常災害・感染症対
策等の注意喚起を行うとともに良質なサービスを提供する事業
者を支援

制度の持続性を維持するため、保険者機能を発揮し、介護給付
の適正化を推進

【基本理念】

高齢者がコミュニティの
一員として支え、支えら
れる地域の輪が根付い

た青森県

【基本施策】

【基本目標】
豊かな生活を叶える自立と健康

生きがいを感じる居場所づくり

認知症の人が尊厳と希望を持って
暮らせる環境づくり

支え合い共に生きる地域づくり

高齢者に必要なケアが
効果的かつ持続的に提

供される青森県

均衡ある介護保険制度
の安定運営を実現する

青森県

本人主体のケアの確立と実践

介護サービス等の基盤整備

ケアの担い手確保と質の向上

介護事業者の健全な発展

未来志向の介護保険財政の運営

全ての高齢者が生きがいを持って健康に暮らせる持続可能な地域社会の実現

２



「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２４」の
令和６年度の実績評価（まとめ）

１

● 具体的施策を掲げる中、４１項目の指標を設定し、令和６年度末までの目標達成を目指し
ま した。

● 指標設定している具体的施策の令和６年度実績は、資料１－３のとおりです。

● 目標未達成の具体的施策については、資料１－３の「今年度の取組方向性」等を踏まえ、
引き続き目標の達成に向け、取り組んでいきます。

● 「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２４」では、基本理念・基本目標を達成するため、
以下の基本施策を柱とし、具体的施策に取り組みました。

１ 豊かな生活を叶える自立と健康 ５ 本人主体のケアの確立と実践
２ 生きがいを感じる居場所づくり ６ ケアの担い手確保と質の向上
３ 支え合い共に生きる地域づくり ７ 介護サービス等の基盤整備
４ 認知症の人が尊厳と希望をもって ８ 介護事業者の健全な発展
暮らせる環境づくり ９ 未来志向の介護保険財政の運営

（４１項目の指標の進捗状況）
① 目標を達成したもの ： １３項目
② 目標を達成していないが改善したもの ： １５項目
③ 変化がないもの ： ３項目
④ 悪化したもの ： ６項目
⑤ その他（評価対象外、評価不可） ： ４項目

資料１－２

令和７年７月
第１回すこやか協議会



1 2 3

基本施策 施策の方向性 No 指標
前期計画から
の継続の有無

担当課等
R6年度
の実績

R8年度
の目標

達成状況 ①R6年度における主な取組実績 ②今年度の取組方向性

1 後期高齢者の健康診査実施率 継続
高齢福祉保険課
（国保・高齢者医療G）

R3年度 23.5%
25.9%

（R5年度）
30%以上 改善

　県後期高齢者医療広域連合が毎年度
定める健康診査推進計画の協議に参画
し、実施体制の充実について助言を行っ
た。

　引き続き健康診査推進計画の協
議に参画し、実施体制の充実につ
いて助言を行うとともに、高齢者の
保健事業と介護予防の一体的実施
体制の充実の中でも、健康診査実
施の推進を図る。

2 後期高齢者質問票のＫＤＢシステムへの入力率 新規
高齢福祉保険課
（国保・高齢者医療G）

R4年度 14.4%
19.9%

（R5年度）
増加 達成

　県後期高齢者医療広域連合と連携し、
研修会や広域支援等で市町村へ入力を
依頼、助言を行った。また、県国保連合
会が市町村等へKDBシステム操作研修
会を実施し、実際の活用について直接助
言を行った。

　引き続きKDBシステムの活用につ
いて助言を行うとともに、高齢者の
保健事業と介護予防の一体的実施
体制の充実の中でも、KDBシステム
の活用推進を図る。

3
４０歳から７４歳までの対象者の特定健康診査の実
施率

継続
高齢福祉保険課
（国保・高齢者医療G）

R3年度 51.4%
53.5%

（R5年度）
70%以上 改善

　青森県保険者協議会において、各医療
保険者の取組や課題について意見交換
を行ったほか、新聞やラジオ等の情報媒
体を活用した普及啓発を行った。また、各
医療保険者においても各種の取組を実
施した。

　引き続き普及啓発等を行うととも
に、各医療保険者の取組について
保険者協議会調査検討部会で検討
し、その内容を各保険者で共有す
る。

4
メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割
合（特定保健指導対象者の割合）

継続
高齢福祉保険課
（国保・高齢者医療G）

R3年度 30.8%
31.1%

（R5年度）
20%以下 悪化

　栄養・食生活の実態等を把握するため
の調査、適正体重の維持や運動の必要
性についての普及啓発、個人の取組を促
す関係団体との連携強化などを実施し
た。

　メタボリックシンドロームに関する
普及啓発や個人の取組を促す関係
団体との連携について、取組を強
化する。

5 「つどいの場」の参加率 変更
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R3年度
2.9%

（全国平
均5.5％）

3.1%
（全国平均

6.7％）

全国平均
以上

改善

　「つどいの場」への参加促進のため、モ
デル地区（２地区）で送迎に関する支援を
行った。
　「つどいの場」づくりを含め、地域の実情
に応じた多様な主体による多様なサービ
スの充実を図るため、市町村や生活支援
コーディネーター向けの情報交換会・研
修を実施した。

　引き続き「つどいの場」への送迎
に関する支援や研修・情報交換会
など必要な取組を実施する。

－
後期高齢者質問票のＫＤＢシステムへの入力率（再
掲）

6
希望者全員が６５歳以上まで働くことができる中小
企業の割合

継続 若者定着還流促進課 R4年度 87.7% 100% 増加 達成

　相談窓口の設置や専門家の派遣によ
り、高年齢者を含めた人財の確保に取り
組む企業の支援を行った。
　また、県内企業と高年齢者のマッチング
の機会を確保するため、合同企業説明会
を開催した。

　引き続き相談窓口の設置、専門
家の派遣及び合同企業説明会の
開催等により、高年齢者を含めた
企業の人財確保を支援する。

7 県内のシルバー人材センターの目標会員数 継続 若者定着還流促進課 R4年度 6,255人 6405人 増加 達成
　（公社）青森県シルバー人材センター連
合会事業に係る補助等を行い、高年齢者
の就業機会の確保を図った。

　引き続き高年齢者の就業機会の
拡大に向けた（公社）青森県シル
バー人材センター連合会の取組を
支援する。

8 県内のシルバー人材センターの受注件数 継続 若者定着還流促進課 R4年度 34,471件 33,065件 増加 悪化
　（公社）青森県シルバー人材センター連
合会事業に係る補助等を行い、高年齢者
の就業機会の確保を図った。

　引き続き高年齢者の就業機会の
拡大に向けた（公社）青森県シル
バー人材センター連合会の取組を
支援する。

●　高齢者が豊かな知識と経験を発揮しながら、年
齢に関わりなく、意欲・能力に応じて活躍できる環境
づくりを推進します。

－ － － － － － － － － － －

●　高齢者の介護予防や健康づくり、生きがいづく
り、参加者同士の困りごとの支え合いの拠点として
「つどいの場」が設置・拡充されるよう、市町村の取
組を支援します。
●　薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、管理栄養士、歯科衛生士等の関与により、「つ
どいの場」の機能が一層強化されるよう、市町村の
取組を支援します。

－ 「つどいの場」の参加率（再掲）

9 高齢者向けの学習事業を実施している市町村数 継続 生涯学習課 R4年度 23市町村 24市町村 40市町村 改善

　高齢者を含めた県民の生涯学習を総合
的に支援するため、あおもり県民カレッジ
の講座内容の充実に努めるとともに、県
内市町村において高齢者対象の学習事
業等が実施されるよう支援を行った。

　引き続き連携機関との関係を強
化し、多様化・複雑化する県民の学
習ニーズに対応しながら、運営体制
を充実させる。

10 老人クラブの加入率 変更
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R3年度
6.8%

（全国平
均10.1%）

5.6%
(全国平均

8.6%)

全国平均
以上

悪化

　老人クラブへの加入促進や会員数減少
抑制のため、県老人クラブ連合会の取組
や各クラブの事務手続き等に対し支援を
行った。

　引き続き各老人クラブ等の活動を
支援する取組を実施する。

（２）介護予防の推進
地域の実情に応じた日常生活の支援や介護予防の
取組が推進されるよう市町村を支援します。

１　豊かな生
活を叶える自
立と健康

「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２４」の進捗状況等について

4

区分 計画策定時点

（１）健康づくり
運動機能の低下や慢性疾患等による寝たきり・要介
護状態に陥ることを予防するため、高齢者の健康づ
くりを推進します。

（再掲）

高齢者のつどいの場などの交流の場づくりや、生涯
学習・生涯スポーツ、老人クラブ活動などを通じて、
一人ひとりの生きがいを高める取組を推進します。

●　高齢者が豊かな知識と経験を発揮しながら、年
齢に関わりなく、意欲・能力に応じて活躍できる環境
づくりを推進します。
●　就業意欲のある高齢者が、年齢に関わりなく希
望する働き方ができるような環境づくりを推進しま
す。
●　高齢者の創業・起業を支援します。

（再掲）

（１）多彩な活
躍

（ⅰ）生きがい就業等

（ⅱ）地域貢献活動

（２）多様なコ
ミュニティへの
参加

２　生きがい
を感じる居場

所づくり

②生涯学習・生涯ス
ポーツの推進

①つどいの場

1



1 2 3

基本施策 施策の方向性 No 指標
前期計画から
の継続の有無

担当課等
R6年度
の実績

R8年度
の目標

達成状況 ①R6年度における主な取組実績 ②今年度の取組方向性

「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２４」の進捗状況等について

4

区分 計画策定時点

地域包括支援センターの職員の専門知識の習得、
資質の向上や、センターの円滑な業務運営と体制
整備、地域包括ケアシステムの深化と推進のため
の取組を支援します。

11
多職種協働による自立支援型地域ケア会議を実施
する市町村数

継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 12市町村 20市町村 40市町村 改善

　多職種が地域ケア会議に参画できるよ
うにリハビリテーション専門職養成研修や
リハビリテーション専門職等派遣事業を
実施し、市町村が多職種を地域ケア会議
に招聘できるよう支援した。

　引き続きリハビリテーション専門
職の養成研修や派遣事業を実施
し、市町村を支援していく。

全市町村の地域ケア会議において、個別ケースの
検討から政策の形成まで行われるよう、支援しま
す。

－
多職種協働による自立支援型地域ケア会議を実施
する市町村数（再掲）

12
住民主体による生活支援サービス（訪問・通所型）
を実施している市町村数

継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 5市町 6市町 40市町村 改善

　地域の実情に応じた多様な主体による
多様なサービスの充実を図るため、重要
な役割を果たす生活支援コーディネー
ターの質の向上に係る研修を実施した。

　引き続き生活支援コーディネー
ターの質の向上に係る研修など必
要な取組を実施する。

13
生活支援コーディネーター（第２層：中学校区単位）
を配置する市町村数

継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 14市町村 15市町村 40市町村 改善

　より住民に身近な地域における地域の
支え合い活動をコーディネートする必要
性を含めた生活支援コーディネーターの
養成や、取組強化に向けた生活支援コー
ディネーターの実践力強化のための研修
を実施した。

　引き続き生活支援コーディネー
ターの質の向上に係る研修など必
要な取組を実施する。

14
各地域の情報共有・連携強化のための協議体（第２
層）の設置

継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 6市町 7市町 40市町村 改善

　「協議体」についての考え方、捉え方、
協議体の持ち方等についてを含めた、生
活支援コーディネーターの養成研修を実
施した。

　引き続き生活支援コーディネー
ターの質の向上に係る研修など必
要な取組を実施する。

15
「青森県福祉のまちづくり条例」に基づく整備基準適
合施設数

継続 障がい福祉課 R4年度 4,097件 4,228件 4,354件 改善

　青森県福祉のまちづくり条例に基づく新
築等届出の審査、調査、事業者への助
言指導を実施した。（令和6年度届出処理
件数57件）

　引き続き青森県福祉のまちづくり
条例に基づく審査、調査、事業所へ
の助言指導を実施する。

16
住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の所在市町
村

継続 建築住宅課 R5年度 16市町村 16市町村 増加 変化なし
　県及び青森県居住支援協議会から町
村に対して加入を働きかけた。

　引き続き働きかけを行う。

－ － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － －

17
成年後見制度利用促進市町村計画を策定した市町
村数

継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 32市町村 40市町村 40市町村 達成

　各圏域又は県単位の協議会等の開催
や、個別の相談等の機会において、成年
後見に係る体制整備等の状況について
情報共有を行うなど、必要な支援を行っ
た。

　引き続き成年後見制度に係る市
町村の体制の維持や適切な運用が
図られるよう、情報共有など必要な
支援を行う。

18 中核的な機関を設置した市町村数 継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 35市町村 40市町村 40市町村 達成

　各圏域又は県単位の協議会等の開催
や、個別の相談等の機会において、成年
後見に係る体制整備等の状況について
情報共有を行うなど、必要な支援を行っ
た。

　引き続き成年後見制度に係る市
町村の体制の維持や適切な運用が
図られるよう、情報共有など必要な
支援を行う。

高齢者の尊厳が尊重され、住み慣れた地域で、自
分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができる
よう、市町村や医療機関、介護事業所等を支援して
いきます。

－ － － － － － － － － －

（再掲）

●　高齢者をはじめとした住民が地域社会に関わ
り、また住民主体の活動、地域の団体、企業、行政
の協働を通じて社会参加・介護予防・生活支援につ
ながる活動の拡充等により、生活支援・介護予防
サービスの提供体制が強化されるよう、市町村を支
援します。
●　住民自身が地域の担い手となり、地域の課題解
決に積極的に関与・行動する地域共生社会の実現
に向けて取り組みます。

●　「青森県福祉のまちづくり条例」の対象施設につ
いて、条例に基づく整備基準に適合するよう取組を
進めます。
また、広報媒体等を通じ、県民の理解を深めるため
の取組を行います。
●　高齢者が住み慣れた地域において、それぞれ
のニーズにあった住まいが提供されるために必要な
環境及び体制づくりを支援します。
●　青森県居住支援協議会等の場を活用しながら、
生活に困難を抱えた高齢者等に対する住まいの確
保と生活の一体的な支援や、高齢者の民間賃貸住
宅への円滑な入居の促進を図ります。

②自分らしい老後の
在り方の探求・ACP

３　支え合い
共に生きる地
域づくり

（１）日常の暮ら
しを支える地域
の力

●　市町村や地域包括支援センターを中心に、介護
をする上での家族の困りごとを地域で支える仕組み
づくりを支援します。
●　地域包括支援センターの職員の資質向上や介
護支援専門員のケアマネジメントの質の向上を図り
ます。
●　介護等と仕事が両立できる職場環境づくりを推
進します。

（３）意思決定
支援の拡充

●　認知症等により判断能力が不十分となった高齢
者の権利擁護のため、市町村の成年後見制度の利
用促進を図る取組を支援します。
●　日常生活自立支援事業の活用を促進します。

①成年後見制度

③多様な主体による
助け合い・支え合い

④高齢者にやさしい
まちづくり

①地域包括支援セン
ター

②地域ケア会議

（２）介護に取り組む家族等への支援
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1 2 3

基本施策 施策の方向性 No 指標
前期計画から
の継続の有無

担当課等
R6年度
の実績

R8年度
の目標

達成状況 ①R6年度における主な取組実績 ②今年度の取組方向性

「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２４」の進捗状況等について

4

区分 計画策定時点

19 認知症サポート医数 継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 132人 146人 185人 改善
　認知症サポート医養成研修へ受講を希
望した医師12名を派遣した。

　引き続き認知症サポート医養成研
修への医師の公費派遣を継続す
る。

20 認知症カフェが設置されている市町村数 継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 35市町村 37市町村 40市町村 改善
　市町村認知症施策取組状況等調査（県
調査）により、認知症カフェの設置状況を
把握した。

　引き続き市町村認知症施策取組
状況等調査（県調査）により、状況
を把握していく。

21 チームオレンジを設置している市町村数 継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 5市町 7市町 40市町村 改善
　チームオレンジコーディネーター研修を
オンラインで1回開催。

　引き続き現状を把握していくととも
に、研修内容の充実を図る。

22
認知症高齢者等見守りネットワーク等を構築してい
る市町村数

継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 35市町村 35市町村 40市町村 変化なし

　本県版「認知症高齢者等の見守り・
SOSネットワーク構築の手引き」につい
て、必要な見直しを検討するための調査
を行った。

　引き続き､手引きの必要な見直し
について検討を行い、その活用促
進を図るなど、見守り体制の構築推
進に向けた市町村の体制整備を支
援する。

23 認知症サポーター及びキャラバン・メイト数 継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 127,834人 141,846人 137,000人 達成

・県および市町村職員の新採用職員、県
警察学校を対象に認知症サポーター養
成講座を実施した。
・キャラバン・メイト養成研修は県内3か所
で開催。キャラバン・メイトフォローアップ
研修はオンラインにて開催した。

　引き続きキャラバン・メイト養成研
修、キャラバン・メイトフォローアップ
研修会を開催する。

24 認知症ピアサポーターの活動回数 変更
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 年1回 年29回
年15回
以上

達成
　認知症ピアサポーター養成研修を開催
した。

・市町村等関係機関に認知症ピア
サポーターの周知を図る。
・新たな認知症ピアサポーターの担
い手を発掘する。

25 地域版希望大使の任命者数 継続
高齢福祉保険課
（高齢者支援G）

R4年度 0名 0名 1名 変化なし
　認知症ピアサポーターに関する研修等
を通して、希望大使の活動について周知
した。

・引き続き、市町村対象の研修会、
認知症ピアサポーター養成研修等
で希望大使の役割について周知
し、担い手の把握をする。
・認知症ピアサポーター2名を地域
版希望大使に任命する。

26
介護支援専門員を対象とした法定外研修の受講者
数

継続
高齢福祉保険課
（介護保険G）

R4年度 930人 1,288人 1,200人 達成 　６種類の法定外研修を実施した、

　引き続き介護支援専門員が介護
サービス利用者の自立に向けたケ
アマネジメントができるよう、法定外
研修を実施する。

27
特定事業所加算を算定する居宅介護支援事業所
の割合

新規
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

R5年度 41.2% 42.4% 50.0% 改善
　国通知等を市町村に送付し、事業所に
対して適切な届出の周知を促した。

　引き続き市町村に対して事業所
への適切な届出の周知を促す。

●　在宅医療・介護連携の促進を図ります。
●　引き続き地域密着型サービスの普及促進を中
心として、介護サービス提供体制の充実に努めま
す。

28
定期巡回・随時対応型サービス、看護小規模多機
能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護のうち、
いずれかを実施する市町村数

変更
高齢福祉保険課
（介護保険G）

R5年4月 17市町村 16市町村 40市町村 悪化
　介護保険施設整備に要する経費とし
て、市町村が補助する経費の補助を行っ
た。

　介護保険計画の着実な実施に向
けた市町村へのアドバイザー派遣
等の機会を捉え、当該サービスの
必要性について助言等を行うととも
に、実施市町村に対し施設整備に
要する経費の補助を行う。

●　在宅医療ニーズの増加と多様化に対応し、患者
や家族が希望する場所で安心して医療・介護サービ
スを受けられるよう、在宅医療提供体制を構築しま
す。
●　在宅医療の各機能（退院支援、日常の療養支
援、急変時の対応、看取り）における適切な連携体
制を構築します。
●　市町村を中心とした多職種協働による在宅医療
や介護提供体制の整備を進めます。
●　医療資源が十分でないへき地などの地域では、
自宅での在宅医療の提供に限らず、介護施設等で
の対応を検討します。

29 訪問診療を受けた患者数（レセプト件数） 継続
医療薬務課
（地域医療確保G）

R3年度 59,559人

－
（R5年度）

【参考】
62,835人
（R4年度）

63,817人
（R7年度）

※青森県保
健医療計画
の目標と整
合。（地域医
療構想に係
る目標であ

るため、目標
年度をR7年
度としてい

る。）

評価不可
（R5年度実
績未公表の

ため）

【在宅医療に取り組む事業者への各種支
援】
●在宅医療に取り組む医療機関に対す
る設備整備支援
・11箇所に支援（診療所1箇所、訪問看護
ステーション5箇所、歯科診療所5箇所）

【各種研修の実施】
●在宅医療従事者に対する専門研修の
開催
・県医師会、県歯科医師会、全日病青
森、県薬剤師会、県看護協会、県理学療
法士会に委託　合計713名が受講
●多職種連携研修の開催
・県医師会委託　合計56名が受講

【在宅医療に取り組む事業者への
各種支援】
●在宅医療に取り組む医療機関に
対する設備整備支援

【各種研修の実施】
●在宅医療従事者に対する専門研
修の開催
・県医師会、県歯科医師会、全日病
青森、県薬剤師会、県看護協会、
県理学療法士会に委託
●多職種連携研修の開催
・県医師会委託

患者や家族が望む場所での看取りが可能な体制を
構築します。

30
看取り介護加算又はターミナルケア加算を算定して
いる事業所数

変更
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

R5年度 155施設 182施設 182施設 達成
　県ホームページ等により適切な届出に
ついて周知を図った。

　引き続き適切な届出の周知を図
る。

●　認知症に関する正しい知識の普及、正しい理解
の促進を図ります。
●　認知症に関する相談体制を地域ごとに整備し、
認知症に関する基礎的な情報とともに具体的な相
談や受診先の利用方法等が明確に伝わるようにし
ます。
●　認知症の人本人からの発信の機会が増えるよ
う、地域で暮らす本人とともに普及啓発に取り組み
ます。
●　関連事業と連動させながら、認知症施策を展開
します。

（ⅰ）早期発見・早期対応のための体制整備
●　認知症の早期発見・早期対応、医療体制の整備
に取り組みます。
●　介護従事者及び医療従事者の認知症対応力向
上を図ります。

（ⅱ）認知症の人とその家族を支える地域づくり
●　認知症になっても役割と生きがいを持って生活
ができる環境づくりに取り組みます。
●　認知症の人の介護者の負担軽減を図ります。
●　民間企業等が行政と連携して行う地域における
見守り等の支え合い活動が県内全域で行われるよ
う働きかけていきます。
●　若年性認知症の人への支援を推進します。

（１）本人及びその家族への支援

４　認知症の
人が尊厳と希
望を持って暮
らせる環境づ
くり

●　介護支援専門員が介護サービス利用者の自立
に向けたケアマネジメントができるよう、法定外研修
を充実させます。
●　介護給付の適正化に向け、居宅サービス計画
（ケアプラン）の点検に関する取組の充実を図りま
す。

①看取りの充実

①在宅医療の推進

（２）切れ目のない医療・介護サービス
の提供体制の確保

（３）在宅で生き
きるためのケア
の拡充

５　本人主体
のケアの確立
と実践

（１）適切なケアマネジメントの実施

（２）正しい知識の普及啓発

3
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31
「介護職員処遇改善加算」を取得している事業所の
割合

継続
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

R4年度 95.4% 95.5% 98% 改善

　処遇改善加算等の制度の理解及び取
得の促進を図るためのセミナーを開催す
るとともに、個別相談を実施し、介護サー
ビス事業者の加算取得に向けた取組を
支援した。

　引き続き処遇改善加算等の取得
促進に向けて、セミナーや個別相
談を実施し、加算取得を支援する。

32 介護職員の増加率（採用率－離職率） 新規
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

R4年度
1.8%

（全国平
均1.8%）

4.5%
(全国平均

3.8%)
(R5)

全国平均
以上

達成

・介護の仕事の普及啓発や職場体験、入
門的研修等の取組による人材の参入促
進を図った。
・介護テクノロジーやノーリフティングケア
の導入促進による生産性の向上や、処
遇改善加算の取得促進による賃金改善
等による人材の定着促進を図った。

　引き続き人材の参入促進に係る
取組や、生産性の向上及び賃金改
善による人材の定着促進に係る取
組を実施する。

33
生産性向上推進体制加算を取得している事業所の
割合

変更
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

－

－
（R6年度
改定にお
いて新設
された加
算である
ため、現

状値なし）

10.9%
(全国平均 -)

全国平均
以上

評価不可
(全国平均

未公表のた
め)

・県ホームページ等により適切な届出に
ついて周知を図った。
・生産性向上の取組を普及・周知するた
めのセミナーを開催した。

　引き続き適切な届出及びセミナー
の開催による生産性向上の取組の
周知を図る。

34
介護テクノロジー（ロボット・ICT）導入支援補助金の
補助事業者数（延べ）

変更
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

R4年度 156事業所 416事業所 増加 達成

・介護生産性向上相談センターによる介
護テクノロジー導入に係る普及・啓発を
行う。
・導入支援として、令和6年度は145事業
所に導入経費の補助を行った。

　引き続き介護テクノロジー導入に
係る普及・慶晴及び導入経費の補
助を行う。

35 ノーリフティングケアを実践している事業所割合 継続
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

R5年度

特別養護
老人ホー
ム：67.9％
介護老人
保健施設
：37.0％
グループ
ホーム
：26.0％

特別養護老
人ホーム：

70.2％
介護老人保
健施設　：

42.9％
グループ

ホーム　　：
31.0％

80% 改善

・ノーリフティングケア推進連絡会及び
ノーリフティングケアフォーラムを開催。
・モデル施設を令和6年度に7施設選定し
て研修を開催し、県内事業所に情報発信
するための報告会を開催。
・ノーリフティングケア推進リーダーを育
成する。

・モデル施設における取組事例を
紹介し、ノーリフティングケアの県内
での普及を図る研修会を開催す
る。
・引き続き、ノーリフティングケア推
進リーダーの育成に取り組む。

36
介護事業所に勤務する介護職員数のうち介護福祉
士の割合

継続
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

R3年度 59.8% 61.0% 増加 達成

・福祉・介護人材確保定着グランドデザイ
ン推進会議を１回開催し、関係機関間で
情報提供、協議を行った。
・希望する学生に対し、介護福祉士等修
学資金の貸付を行った。

　引き続き、介護福祉士等修学資
金の貸付を行うとともに、介護人材
のスキルアップに向けた研修等を
開催する。

－
介護支援専門員を対象とした法定外研修の受講者
数（再掲）

在宅サービスの充実に向け、引き続き定期巡回・随
時対応サービス、看護小規模多機能型居宅介護、
小規模多機能型居宅介護の普及促進を中心とし
て、在宅サービスの充実に努めます。

－
定期巡回・随時対応サービス、看護小規模多機能
型居宅介護、小規模多機能型居宅介護のうち、い
ずれかを実施する市町村数（再掲）

介護保険施設、地域密着型サービス（特別養護老
人ホーム、認知症対応型共同生活介護、特定施設
入居者生活介護）への需要を踏まえ、必要な整備を
支援します。

－ － － － － － － － － － －

（ⅰ）養護老人ホーム・軽費老人ホーム
養護老人ホームに対して入所措置を行う市町村や、
軽費老人ホームを運営する社会福祉法人に対して、
施設の運営等について支援及び指導を行います。

（ⅱ）有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住
宅
有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅に
居住する入居者に適切なサービス提供を行うよう、
事業者を指導します。

－ － － － － － － － － － －

（１）在宅サービス（居宅サービス・地
域密着型サービス）

（再掲）

（再掲）

７　介護サー
ビス等の基盤
整備と見込量

６　ケアの担
い手確保と質
の向上

（１）介護人材の確保（獲得・定着）・育
成

●　介護事業者・事業者団体・従事者・職能団体・介
護人材養成施設・行政等の関係主体が一体となっ
て介護人材の確保（獲得・定着）に向けた総合的な
取組を推進します。

（２）介護現場の生産性の向上

（２）施設サービス

（３）多様な高齢者向け住まい

（３）介護現場を担う専門職

●　潜在的有資格者の掘り起こしや資格取得に向
けた支援で介護福祉士を確保するとともに、専門的
業務に専念できるような環境づくりに取り組みます。
●　介護サービス利用者の自立に向けたケアマネジ
メントができるように、研修実施機関と協力し、法定
研修において適切なケアマネジメント手法の理解を
進めるとともに、法定外研修を充実させます。

●　介護現場の生産性向上に関係団体や有識者と
ともに取り組みます。
●　生産性向上の必要性や具体的な取組につい
て、県内事業者に普及啓発するとともに生産性向上
に取り組む事業者を支援します。
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1 2 3

基本施策 施策の方向性 No 指標
前期計画から
の継続の有無

担当課等
R6年度
の実績

R8年度
の目標

達成状況 ①R6年度における主な取組実績 ②今年度の取組方向性

「あおもり高齢者すこやか自立プラン２０２４」の進捗状況等について

4

区分 計画策定時点

①介護
サービス
事業者
等の指
定等

市町村が提出する意見や、県の老人福祉計画及び
介護保険事業支援計画を踏まえ、介護保険法に基
づき、介護サービス事業者等の指定等を行います。

－ － － － － － － － － － －

②介護
サービス
事業者
等への
指導

介護サービス事業所や介護保険施設における高齢
者への虐待、身体拘束を伴う不適切な介護サービ
スの提供、不正な介護給付の請求等不正事案の未
然防止のため、毎年定期的に集団指導や運営指導
を実施するとともに、不正事案が発生した場合は速
やかに監査を行います。併せて、施設運営上の特色
ある取組を広めます。

37
利用者等から介護サービス事業者等の介護報酬請
求等に関する苦情があった場合の運営指導等の対
応

継続
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

R4年度 100% 100% 100% 達成

・計画的に実地指導を行い、施設の適切
な運営を図った。
・集団指導により、施設の適切な運営を
図った。（2月２５日〜３月１６日、オンライ
ン）

　引き続き集団指導及び実地指導
を実施する。

③事故
への対
応

事故の発生防止及び事故が発生した場合の対応に
ついて、集団指導等において、介護サービス事業者
等を指導します。

－ － － － － － － － － － －

④苦情
相談等
への対
応

苦情相談については、介護サービスの適正な利用と
質の向上に向けた見直しを図るための好機と捉え、
関係機関と連携し、適切に対応します。

－
利用者等から介護サービス事業者等の介護報酬請
求等に関する苦情があった場合の実地指導等の対
応（再掲）

⑤施設
における
虐待の
防止

●　施設内において虐待を受けたと思われる高齢者
を発見した場合の通報義務、養介護施設における
適切な虐待防止体制の整備等について、介護施設
の職員全てがこのことを遵守するよう、周知徹底を
図ります。
●　市町村における高齢者虐待防止のための取組
を支援します。

38
高齢者虐待防止や身体的拘束等の適正化の措置
が講じられていないことを理由とした基本報酬減算
事業所数

変更
高齢福祉保険課
（介護事業者G）

－

－
（R6年度
改定にお
いて新設
された加
算である
ため、現

状値なし）

－
（R6年度は
経過措置の
ため減算措

置なし）

0事業所

評価対象外
（R6年度は
経過措置の
ため減算措

置なし）

・県ホームページ等により適切な届出に
ついて周知を図った。
・集団指導により、高齢者虐待防止及び
身体拘束の適正化の措置について周知
を図った。（2月２５日〜３月１６日、オンラ
イン）

　引き続き、適切な届出並びに高齢
者虐待防止及び身体拘束の適正
化の措置について周知を図る。

⑥非常
災害及
び感染
症への
対応

介護サービス事業所等が、非常災害及び感染症に
適切かつ迅速な対応を図るよう周知啓発を行い、実
効性のある対策が講じられるよう推進します。

－ － － － － － － － － － －

⑦介護
サービス
情報の
公表

事業者が提供するサービス、職員数、職員処遇の
状況、その他利用者処遇に当たって特記すべき事
項等、利用者及び就業希望者が事業者を選択する
際に参考となる情報を提供します。

－ － － － － － － － － － －

青森県福祉・介護人材確保グランドデザインにおけ
る重点的な取組として、法人情報の公表により、適
切な職員処遇や人材育成を行う事業所の人材確保
定着を支援します。

－ － － － － － － － － － －

①介護
給付費と
介護保
険料

市町村との連携のもと、利用者へ適切なサービスを
提供しつつ、介護予防及び介護給付適正化の取組
を進めることで、介護保険料の上昇の抑制を図りま
す。

39 第１号介護保険料の対全国水準 継続
高齢福祉保険課
（介護保険G）

R3～R5
年度

全国比
111％

108%
（R6～R8

年度）

全国比100％
以下

（R9～R11
年度）

評価対象外
（R9～R11に
全国平均と
同水準とな
ることを目

指すもの。）

　持続可能な制度の運営に向け、利用者
への適正なサービスの提供、予防介護
の取組に係る市町村支援を実施した。

　引き続き利用者への適切なサー
ビスの提供、介護予防の取組に係
る市町村支援を実施する。

②介護
給付の
適正化

●　介護給付適正化事業の主要３事業全事業につ
いて、全ての市町村において実施することを目指し、
市町村に対し積極的に支援するとともに、国保連の
介護給付適正化システムによって出力される給付実
績を活用した取組を推進します。
●　ケアプランの点検を効果的に実施するための支
援を行い、給付の適正化を図ります。

40
介護給付適正化の主要３事業（①要介護認定の適
正化、②ケアプラン点検、③縦覧点検・医療情報と
の突合）全てを実施する市町村数

継続
高齢福祉保険課
（介護保険G）

R4年度 38市町村

36市町村
（R5年度）

※R5年度まで
「主要5事業」と
されていたた
め、5事業全て
を実施する市
町村数を実績
としている。

40市町村 悪化

　「主要３事業（※）」のうち「ケアプラン点
検」未実施の市町村等にアドバイザーを
派遣し、実施に向けて支援した。

（※）国が定める「介護給付適正化計画に
関する指針」において、第６期（R6～R8年
度）から「主要３事業」に再編されたもの。

　「主要３事業」のうち「ケアプラン点
検」未実施の市町村等にアドバイ
ザーを派遣し、実施に向けて支援
する。

　低所得者を対象とする利用者負担軽減制度事業
を実施するよう社会福祉法人等に働きかけます。

41
介護サービスを行う社会福祉法人のうち利用者負
担軽減措置事業実施の申出をする法人の割合

継続
高齢福祉保険課
（介護保険G）

R4年度 66.7% 64.4% 80% 悪化
　県が実施する介護事業者を対象とした
集団指導において、法人への事業実施を
働きかけた。

　引き続き集団指導等において、法
人への事業実施を働きかける。

９　未来志向
の介護保険
財政の運営

（２）青森県の主要産業として

８　介護事業
者の健全な発
展

（再掲）
（１）介護サービス事業者の
指導・監督

（１）介護給付の動向

（２）低所得者の負担軽減
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介護保険事業支援計画に記載した「自立支援、介護予防又は重度化
防止及び介護給付の適正化に関する取組と目標」の報告について

● 対応

● 経緯

介護保険法の改正により、令和元年度から、都道府県は、
① 自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止
② 介護給付等に要する費用の適正化

に向けた市町村の取組支援に係る自己評価結果及び課題と対応策等について厚生労働大臣に報告することと
された。

上記①及び②について、国から示された様式に基づき、別紙のとおり報告した。

■評価の概要
① 自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止
・ 生活支援コーディネーターの人材育成やリハビリテーション専門職の派遣調整などに取り組んできた結果、
「つどいの場」の機能が充実し、参加率の改善につながっている。

・ 関係機関である県後期高齢者医療広域連合、県国保連合会と連携して市町村へ依頼したことが、ＫＤＢシ
ステムへの入力率の改善につながっている。

② 介護給付等に要する費用の適正化
・ 介護給付適正化事業の主要３事業を実施する市町村は９割以上となっている。
・ 市町村支援の中でも重点的に取り組んでいる「ケアプラン点検」に関するアドバイザー派遣は、多職種チー
ムの参画により介護支援専門員に対する技術的助言のみならず、市町村職員等に対して地域課題を踏まえ
た施策のあり方や効果的な地域ケア会議の持ち方など、幅広い提言につながっている。

資料１－４

令和７年７月
第１回すこやか協議会
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都道府県名：

　目標を設定するに至った現状と課題

介護保険事業支援計画に記載した、市町村が行う自立支援、介護予防又は重度化防止及び介護
給付の適正化に関する取組の支援についての目標（令和６年度）に対する自己評価結果

青森県

ア　取組の支援についての自己評価結果

　項目名

市町村が行う自立支援、介護予防又は重度化防止に関する取組の支援

（現状と課題）
○本県では、第１号被保険者の要支援・要介護認定率は全国平均を下回っているが、要支援・
要介護者のうちサービスを利用している者の割合は全国平均を上回っている。
○また、新たに介護認定を受けた者の平均要介護度が全国平均より高く、要介護状態に至る前
の取組が必要である。
〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組については、令和６年度から県内４０全市
町村が開始したが、市町村におけるＫＤＢシステムの活用が進んでいない。

（取組の方向性）
　第９期青森県介護保険事業支援計画（あおもり高齢者すこやか自立プラン2024）では、市町
村が実施する以下の取組を支援することとしている。
○栄養改善、高齢者の閉じこもりやうつの予防などを目的とした効果的なフレイル対策の実施
○「つどいの場」などの交流の場や生きがいづくり
○住民主体の「つどいの場」への医療専門職の関与、地域ケア会議や「つどいの場」等へのリ
ハビリテーション専門職の定期的な関与、後期高齢者医療広域連合等と連携した高齢者の保健
事業と介護予防一体的な取組の実施など、関係機関との連携体制の推進
○介護予防や自立支援の理解促進

　取組の実施内容、実績

取組１　「つどいの場」の参加率向上に向けた支援
　「つどいの場」への参加促進のため、モデル地区（２地区）で送迎に関する支援を行ったほ
か、「つどいの場」づくりを含め、地域の実情に応じた多様な主体による多様なサービスの充
実を図るため、市町村や生活支援コーディネーター向けの情報交換会・研修を実施した。
（【「つどいの場」の参加率】Ｒ８目標：全国平均以上、Ｒ３：2.9％→Ｒ６：3.1％（全国平
均6.7％））

取組２　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組への支援
　一体的実施の取組に関する基本的な知識の習得を目的とした市町村向けの研修会を実施し
た。
　また、後期高齢者質問票のＫＤＢシステムへの入力率の増加に向け、県後期高齢者医療広域
連合と連携し、研修会や広域支援等で市町村へ入力を依頼、助言した。さらに、県国保連合会
が市町村等へＫＤＢシステム操作研修会を実施し、実際の活用について助言した。
（【後期高齢者質問票のＫＤＢシステムへの入力率】Ｒ８目標：増加、Ｒ４：14.4%→Ｒ５：
19.9%）

　自己評価

〇生活支援コーディネーターの人材育成や、リハビリテーション専門職の派遣調整などに取り
組んできた結果、「つどいの場」の機能が充実し、参加率の向上につながっている。
〇関係機関である県後期高齢者医療広域連合、県国保連合会と連携して市町村へ依頼したこと
が、ＫＤＢシステムへの入力率の増加につながっている。
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ウ　まとめ（ア及びイから考察した現状・課題と対応策）

〇「つどいの場」の機能充実や参加率向上に向けて、引き続き、送迎に関する支援や、関係者
の連携を図るための情報交換など必要な取組を実施する。
〇引き続き、県後期高齢者医療広域連合、県国保連合会と連携して、市町村へＫＤＢシステム
の活用について助言を行い、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施体制の充実を図る。
〇市町村が進める種々の取組について、地域の実情や取組の進捗状況に応じて個別・具体的に
支援するため、引き続き、訪問等による市町村の状況確認や、関係者の資質向上のための研修
等を実施する。

〇「つどいの場」については、地域の実情や市町村の取組状況等により、個所数や参加率にばらつき
が生じている。全般的には、生活支援コーディネーター等と連携した地域資源やニーズの把握、「つど
いの場」の意義に関する理解促進などが課題として挙げられている。

イ　管内保険者の自己評価結果の概要

2



都道府県名：

　目標を設定するに至った現状と課題

介護保険事業支援計画に記載した、市町村が行う自立支援、介護予防又は重度化防止及び介護
給付の適正化に関する取組の支援についての目標（令和６年度）に対する自己評価結果

青森県

ア　取組の支援についての自己評価結果

　項目名

市町村が行う介護給付の適正化に関する取組の支援

（現状と課題）
〇介護保険制度が創設されて以降、介護サービスの利用は増加し続けており、今後も介護サー
ビスに対するニーズはさらに増加すると見込まれる中、制度の持続性を確保し、適正な介護保
険財政の運営を推進するため、給付の適正化を図ることがますます重要となっている。
○本県では、介護給付の適正化を図るため、平成２０年３月に「青森県介護給付適正化計画」
を策定し、保険者である市町村の取組を支援してきた。
○平成３０年度からは、「あおもり高齢者すこやか自立プラン」に介護給付適正化の取組を位
置付け、取組を進めている。

（取組の方向性）
○介護給付適正化事業の主要３事業（①要介護認定の適正化、②ケアプラン等の点検（ケアプ
ランの点検、住宅改修の点検、福祉用具購入・貸与調査）、③縦覧点検・医療情報との突合）
について、全ての市町村において実施することを目指し、市町村に対し積極的に支援するとと
もに、国保連の介護給付適正化システムによって出力される給付実績を活用した取組を推進す
る。
〇ケアプランの点検を効果的に実施するための支援を行い、給付の適正化を図る。

　取組の実施内容、実績

取組１ ケアプラン面接点検の実演指導等
　市町村における「ケアプラン点検」実施体制強化のため、公益社団法人青森県介護支援専門
員協会への委託事業として、多職種（薬剤師、理学療法士または作業療法士、社会福祉士、主
任介護支援専門員、等）によるケアプラン点検チーム（アドバイザー）を市町村に派遣し、実
際のケアプラン面接点検において助言を行った他、市町村担当者や施設関係者等を対象とした
「適切なケアマネジメント手法」に関する研修等を実施した。（令和６年度実績：２１市町村
へ派遣）

取組２ 市町村担当者研修会
  市町村担当者の資質向上を図り、県内市町村における給付適正化の取組を支援するため、国
保連との協働により、介護給付適正化システムの活用方法やケアプラン点検のポイント等に係
る研修会を実施した。（令和６年度実績：年２回開催）

取組３ 住宅改修・福祉用具点検に関するアドバイザー派遣
  市町村による「住宅改修の点検、福祉用具購入・貸与調査」の実施を支援するため、一般社
団法人青森県理学療法士会への委託事業として、専門的知識を持つリハビリテーション専門職
（理学療法士、作業療法士または言語聴覚士）をアドバイザーとして派遣し、利用者宅の現地
確認や市町村への助言等を行った。（令和６年度実績：延べ１５市町村へ派遣）
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　主要３事業の実施に係る目標値の達成に係る評価のうち、ケアプランの点検や住宅改修の点
検、福祉用具購入・貸与調査等において、専門的な知識を有する職員の不足等により、市町村
ごとの取組内容に差が生じている。

ウ　まとめ（ア及びイから考察した現状・課題と対応策）

〇市町村が効果的なケアプラン点検を実施するためには、地域における専門職種との連携が不
可欠と考えられるため、アドバイザー派遣事業の実施に際し、点検を行うアドバイザー（専門
職種）の養成も併せて実施することで、市町村のケアプラン点検の実施体制及び市町村と地域
における専門職とのさらなる連携強化に向けた支援を検討する。
〇専門職種（理学療法士等）との連携について、本県が実施している「リハビリ専門職等派遣
調整事業」（主に、地域ケア会議や「つどいの場」に理学療法士、作業療法士、言語聴覚士を
派遣する事業）や「住宅改修・福祉用具点検に関するアドバイザー派遣事業」を活用できるこ
とや活用方法等について、改めて市町村に周知する。

　自己評価

〇全市町村における主要３事業実施には至っていないものの、９割以上の市町村での実施につ
ながっている。（令和６年度介護給付適正化実施状況調査（令和５年度実績）：３６／４０市
町村で実施）
〇取組１については、多職種のアドバイザーチームによる多角的な視点での技術的助言のみな
らず、各市町村における地域課題を踏まえた施策のあり方や効果的な地域ケア会議の持ち方な
ど、市町村への幅広い提言につながっている。
〇取組１のケアプラン面接点検の実演指導から取組３のアドバイザー派遣に繋がるケースもあ
り、いずれの取組も継続的に実施していく必要があると考える。

イ　管内保険者の自己評価結果の概要
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医療介護総合確保対策事業の令和6年度の実績等（介護分）

(単位：千円)

Ｎｏ 分野 提案者 事業名 事業内容 実施主体 R6事業費 項目 アウトプット指標 R6実績 アウトカム指標

1 県
地域密着型サービス等提供施設
整備事業費補助

地域密着型サービス施設等の整備に係る経費の補助
介護事業者及び
市町村

81,700

2 県
施設開設準備経費等支援事業費
補助

施設の開設・設置に必要な準備経費の補助
介護事業者及び
市町村

247,950

3 県
介護施設等における感染防止対策
事業費補助

簡易陰圧装置・換気設備設置、多床室の個室化改修等に係る経費の補助
介護事業者及び
市町村

7,739
簡易陰圧装置の設置
玄関室設置
家族面会室

１９施設
 ２施設
１２施設

９施設
１施設
３施設

感染防止対策を実施する施設等の増

4 県
介護予防拠点における防災意識啓
発の取組支援事業費補助

市町村が地域住民の介護予防・健康づくりと防災の意識啓発を連携して取り
組むことができる地域の場の設置するのに要する経費の補助

介護事業者及び
市町村

108 介護予防拠点数 １ヶ所 １ヶ所
地域住民の介護予防・健康づくりと防災の意識啓
発を連携して取り組むことができる地域の場の増

5 県
介護施設等における看取り環境整備
推進事業費補助

介護施設等において、看取り対応が可能な環境を整備するため、看取り及び
家族等の宿泊のための個室の確保を目的として行うベッドの改修、ベッド等
の整備に要する経費の補助

介護事業者及び
市町村

4,130 看取り環境整備施設数 ９ヶ所 ３ヶ所 看取り環境整備施設数の増

6 県 介護職員の宿舎整備事業費補助
介護人材（外国人含む）を確保するため、介護施設等の事業者が当該介護
施設に勤務する職員の宿舎を整備するための費用の一部を補助することに
より、介護職員が働きやすい環境を整備するのに要する経費の補助

介護事業者及び
市町村

34,468 宿舎整備施設数 ５ヶ所 ３ヶ所 宿舎整備施設数の増

7 県
定期借地権設定のための一時金の
支援事業費補助

施設用地確保のため、定期借地権設定に際して土地所有者に支払われた一
時金支援に係る経費の補助

介護事業者及び
市町村

0 一時金支援施設数 １ヶ所 ０ヶ所
地域密着型サービスの利用を希望する被保険者
の受け皿となる施設数の増

8 県
【新規】共生型サービス事業所整備
費補助

介護サービス事業者 1,230 施設の改修、設備整備支援施設数 １ヶ所 １ヶ所 共生型サービスの指定を受けた施設数の増

377,325

9 県 介護体験型理解促進事業 介護への理解促進のための高齢者疑似体験等の実施
県（青森県社会福祉
協議会）

5,935
開催回数
参加者数

９０回
９００名

７２回
２，６１９人

介護に対する理解の促進とイメージアップ

10 養成施設
地域で取り組む介護人材養成確保
推進事業

介護人材確保のための検討や取組を行う産学官が連携したプラットフォーム
を形成し、中高校生に対し介護職について理解を深めてもらうための広報活
動や、介護人材の確保定着に関する調査の実施

養成施設 2,818
プラットフォーム参画団体数
若者への情報提供

１５団体
１万人

１５団体
１万人

介護事業所等への新規就労者の増

3-1
県
養成施設
職能団体

福祉・介護人材確保対策事業
（福祉・介護人材参入促進事業）

福祉・介護の仕事の大切さと魅力を伝えるためのセミナー、職場体験、学校
訪問や出前講座等による福祉・介護職のＰＲ、初任者研修受講費補助の実
施

県
養成施設
職能団体

11,381

セミナー等受講者数
職場体験実施者数
出前講座実施校数
初任者研修受講料補助人数

５００名
１２０名
１５校
１００名

５２５人
１１２人
３３校
８５人

介護分野への新たな進学者・就労者の確保
（セミナー等参加者のうち新たな進学者・就労者数
の前年度比増）

3-2 県
福祉・介護人材確保対策事業
（福祉・介護人材参入促進事業（介護
助手））

子育て中の介護職員が短時間勤務制度等の活用や介護職員が専門的な知
識・技術が必要となる業務に専念できるよう、現場の作業効率の向上を図る
ための介護助手の導入支援を実施

県（青森県社会福祉
協議会）

5,754 介護助手数 ３０人 １３人 介護助手を導入する施設数の増

4 県 介護人材発掘育成事業
地域密着型サービス事業所への就労をはじめ介護現場での就労に向けて、
介護未経験者や無資格者を対象として、基本的な知識を習得させるための
研修の実施

県（介護労働安定セ
ンター）

15,689
開催回数
受講者数

８回
１８０名

７回
８０名

介護事業所等への新規就労者の割合（研修参加
者の１割以上）

5 県
福祉・介護人材マッチング機能強化
事業

福祉・介護人材の円滑な参入と定着を図るため、施設・事業者等における求
人ニーズ等の把握やフォローアップ等を実施する専門員の配置

県（青森県社会福祉
協議会）

9,020
訪問事業所数
マッチング件数

１５０事業所
７０人

４３６事業所
４９人

福祉人材センター経由の入職者数の増加（前年度
比増）

6 県
介護福祉士修学資金等貸付事業費
補助

定着率の高い福祉系高等学校への支援と他業種で働いていた方への介護
職への参入を促進するため、返済免除付き貸付事業「福祉系高校修学資金
貸付事業」及び「介護分野就職支援金貸付事業」を実施

青森県社会福祉協
議会

4,552 介護分野就職支援金の借受人数 ５０名 ４４名 介護事業所等への新規就労者の増

7 南部町
外国人留学生奨学金給付等支援事
業費補助

介護福祉士資格の取得を目指し、介護福祉士養成施設の卒業年度に介護福
祉士試験を受験する意思のある留学生に対し、学費や生活費などを給付等
する介護施設等に対する補助

市町村 240
介護福祉士資格の取得を目指す留学生の人
数

４名 ２名 介護福祉士資格を取得する外国人介護人材の増

8
国の財源変更に伴う
国庫補助事業継続

外国人介護福祉士候補者学習支援
事業

外国人介護福祉士候補者が円滑に就労・研修できるよう、EPAに基づき入国
する候補者を受け入れた施設に対する補助（R5～生活困窮者就労準備支援
事業費等補助金から地域医療介護総合確保基金に財源変更）

介護サービス事業者 661 補助対象施設数 ３施設 ２施設 介護福祉士資格を取得する外国人介護人材の増

施設整備

参入促進

介護老人保健施設
看護小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護事業所
小規模な介護付きホーム
小規模多機能型居宅介護
生活支援ハウス
地域密着型特別養護老人ホーム
特別養護老人ホーム
認知症高齢者グループホーム
認知症対応型デイサービスセンター
認知症対応型共同生活介護
養護老人ホーム

１ヶ所
２ヶ所
２ヶ所
２ヶ所
１ヶ所
１ヶ所
４ヶ所
５ヶ所
８ヶ所
１ヶ所
１ヶ所
２ヶ所

２ヶ所
０ヶ所
０ヶ所
０ヶ所
０ヶ所
０ヶ所
１ヶ所
６ヶ所
７ヶ所
０ヶ所
０ヶ所
２ヶ所

地域密着型サービスの利用を希望する被保険者
の受け皿となる施設数の増

小計
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医療介護総合確保対策事業の令和6年度の実績等（介護分）

(単位：千円)

Ｎｏ 分野 提案者 事業名 事業内容 実施主体 R6事業費 項目 アウトプット指標 R6実績 アウトカム指標

9 八戸市
【新規】外国人介護人材定着支援事
業

外国人介護人材を受け入れている施設に対し、コミュニケーションを促進する
取組や生活支援に要する経費の補助

市町村 920 補助対象市町村数 １市町村 １市 外国人介護人材受入施設等の増

10 県 老人クラブ事務手続き等支援事業
地域の担い手として期待される老人クラブの減少に歯止めをかけることを目
指し、減少の一因となっている事務手続きの煩雑さを解消するため、講習会
や指導会などを実施

青森県老人クラブ連
合会

5,390
説明会・講習会
事務お助け隊養成
個別指導会

１回
１２名
１０市町村

４回
１５名
８市町村

老人クラブ数、会員数の現状維持

11 県 介護人材育成認証評価制度事業
職員の処遇改善、人材育成、サービスの質の向上に積極的に取り組む事業
所を県が認証する認証評価制度の運営

県（青森県老人福祉
協会ほか）

11,534
新規参加宣言事業所数
新規認証事業所数

２０事業者
１０事業者

５事業者
３事業者

介護職員の人材確保と質の高いサービスの提供

12 県
あおもりノーリフティングケア推進事
業

介護する側・される側の双方に優しく、安全で安心な「持ち上げない、抱え上
げない、引きずらないケア」であるノーリフティングケアを推進による、介護職
員の身体的・精神的負担を軽減し、働きやすい職場環境の整備

県（青森県老人福祉
協会）

14,642
先進モデル施設の創出数
指導者養成数
管理者・リーダー研修等の開催回数

５施設
５名
３回

７施設
７名
３回

ノーリフティングケアを実践する事業所数の増加

13 県 介護生産性向上推進総合事業

生産性向上に資する様々な支援・施策を一括して網羅的に取扱い、適切な支
援につなぐワンストップ型の総合的な事業者への支援を可能とする「介護現
場向上総合相談センター（仮称）」を設置し、介護人材確保・生産性向上に係
る各種支援業務との連携を図る

県（青森県社会福祉
協議会）

54,366 伴走支援を行うモデル施設 ２施設 ２施設
介護現場における業務の効率化・省力化による負
担、業務多忙感の軽減

14 県 新介護職員応援イベント開催事業
入職３年未満の者や就職を希望する学生を対象とした新介護職員応援イベ
ントの開催

県（青森県老人福祉
協会）

1,277 参加者数 ９０名 ８８名
１年未満、３年未満の離職率の減少（介護労働安
定センター調査：前年度比の減）

15 県 介護事業所内保育施設運営費補助 介護施設・事業所内保育所の設置に係る運営費の補助
介護事業所内保育
施設設置者

7,954 事業所内保育施設数 ４施設（各定員１０人） ３施設（各定員５～１９人） 事業所内保育　定員40名（40名×4施設）

3-3 県
福祉・介護人材確保対策事業（育児
支援事業分）

認証事業所を対象に、夜勤時等、育児支援サービスを利用する際の利用者
負担にかかる事業所負担の費用、または、病児対応のための事業所内保育
施設等に看護職等を一時的に配置するための経費の一部補助

県（青森県社会福祉
協議会）

315 利用者数 １０人 ４人 育児支援サービス等を利用する事業所の増

16
青森県老人福祉協
会

外国人介護人材受入施設環境整備
事業

外国人介護人材を受け入れるための施設等における環境整備等の支援
青森県老人福祉協
会

6,401

セミナー開催回数
セミナー参加人数
交流会開催回数

２回
１００名
２回

２回
６４名
４回

外国人介護人材受入予定施設等の増

17 県
介護現場におけるハラスメント対策
事業費

介護現場におけるハラスメント問題について理解を深めるための研修を実施
青森県介護福祉士
会

410
研修回数
研修参加者数

集合型１回(オンラインでも視
聴可)
３００名

１回
６０名（会場２８名、リモート３２名）

介護職員のハラスメント理解による離職者の減少

3-4 県
福祉・介護人材確保対策事業（潜在
的有資格者等再就業促進事業）

潜在的有資格者や子育て等のため離職した者に対する研修、職場体験の実
施

県 1,548 職場体験・研修参加者数 ８０名 ７１名 再就業する潜在的有資格者の増加（前年度比増）

3-5
県
養成施設
職能団体

福祉・介護人材確保対策事業（福祉・
介護人材キャリアパス支援事業）

福祉・介護人材の就労年齢や職域階層等に応じた知識や技術等を取得し、
適切なキャリアパス、スキルアップ促進を図るための研修等の実施

県、養成施設、職能
団体

1,710
研修回数
研修参加者数

７回
５００名

１４回
４４７名

従事者の資質の向上

18 県 アセッサー講習受講支援事業
介護キャリア段位制度におけるアセッサー講習を受講させるために事業所が
負担した受講料に対する補助

介護サービス事業者 241 受講者数 ３０人 １３人 事業所内での人材育成の促進

19
青森県老人福祉協
会

キャリア別研修事業 介護従事者を対象とした初任者、中堅、管理者に対する階層別研修の実施
青森県老人福祉協
会

3,181
研修回数
研修参加者数

３回
３００名

３回
２６３名

１年未満、３年未満の離職率の減少（介護労働安
定センター調査：前年度比の減）

20 県
介護施設等における防災リーダー養
成等研修事業

防災知識の習得を目的とした研修、介護施設等からの防災相談に対する巡
回訪問の実施

県 168
研修会開催回数
巡回指導実施施設数

１回
１２施設

１回
７施設

介護施設等での災害対応力の向上

21

青森県大規模災害リ
ハビリテーション連絡
協議会（青い森
JRAT）

【新規】介護施設等における防災リー
ダー養成事業（施設以外応援分）

防災知識の習得を目的とした研修、介護施設等からの防災相談に対する巡
回訪問の実施

青森県大規模災害リ
ハビリテーション連絡
協議会（青い森
JRAT）

408 災害リハビリテーション研修会参加者数 ５０名
２回
９２名

災害時においてリハビリテーション専門職がス
ムーズに災害対応業務を遂行する

22 県
介護支援専門員ケアマネジメントの
標準化事業

介護支援専門員を対象とした研修等の実施
青森県介護支援専
門員協会

12,976
法定研修のための人材育成研修参加者数
法定外研修参加者数

１００名
９００名

３７名
１，２８８名

介護支援専門員の資質の向上

23 県 認知症サポート医養成事業
認知症初期集中支援事業実施に協力が不可欠である認知症サポート医養成
研修への医師の派遣

県 2,009 サポート医師数 １５人 １２人 認知症初期集中支援事業に協力する医師の増加

参入促進

労働環境・処
遇の改善

資質の向上
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医療介護総合確保対策事業の令和6年度の実績等（介護分）

(単位：千円)

Ｎｏ 分野 提案者 事業名 事業内容 実施主体 R6事業費 項目 アウトプット指標 R6実績 アウトカム指標

24 県
認知症初期集中支援チーム員・認知
症地域支援推進員育成事業

認知症初期集中支援チーム員研修及び認知症地域支援推進員研修への市
町村職員等の派遣

県 2,011
認知症初期集中支援チーム員研修受講者数
認知症地域支援推進員研修受講者数

４０名
４０名

１５名
５７名

認知症の人や家族への支援体制強化

25 県 認知症対応力向上研修事業

一般病院に勤務する医療従事者（医師等）、日頃高齢者が受診する医療機
関の医師（かかりつけ医）、一般病院以外に勤務する医療従事者（看護師
等）、歯科医師、薬剤師、看護師等の医療従事者を対象とした認知症対応力
を向上させるための研修の実施

県 5,062 研修修了者数 ２８０人 ４０６人 認知症対策の支援体制強化

26 県
介護従事者向け認知症介護研修事
業

認知症介護に携わる指導的立場にある者に対して、認知症介護に係る知識・
技術及び指導法の研修の実施

県 230 フォローアップ研修修了者数 １人 １人 介護サービス事業所の質の向上

27 県 認知症サポーター活動促進事業
国が実施するオレンジチューター養成研修への派遣、市町村等関係者向け
研修会の開催、市町村個別訪問の実施

県 10
研修会の参加及び個別支援対応による市町
村支援数

４０市町村 １７市町村 認知症の人や家族への支援体制強化

28 県
地域における認知症施策の底上げ・
充実のための重点支援事業

県内市町村における認知症施策の取組に関する実態調査の実施、市町村等
関係者と認知症施策について情報共有するための認知症施策市町村連絡
会の開催

県 52 研修会の参加市町村 ４０市町村 ２４市町村 認知症施策の支援体制強化

29
青森市、弘前市、
八戸市、むつ市

市民後見推進事業
市民後見人養成のための研修及び市民後見人資質向上のための支援体制
構築とフォローアップ研修等の実施

青森市、弘前市、
八戸市、むつ市

2,154
市町村市民後見人養成研修修了者
フォローアップ研修受講者数

１０名
８０名

１０名
９９名

市民後見人の育成及び市民後見人の支援体制構
築

30
青森県社会福祉士
会

介護従事者等向け権利擁護研修事
業

介護サービス事業従事者等を対象とした権利擁護、虐待防止、成年後見制
度等に関する研修の実施

青森県社会福祉士
会

700

介護サービス事業者向け出前形式研修会開
催回数
社会福祉関係業務従事者向け研修会参加者
数

２５回

５０名

４３回

５８名
要介護施設従事者等による高齢者虐待の減少

31 県
介護職員等医療的ケア研修事業（高
齢福祉保険課分）

介護職員等がたん吸引等の医療的ケアを行うために必要な研修の実施 県 16,806
第一号研修参加者数
第二号研修参加者数

１００人
３００人

１１人
１８２人

喀痰吸引等のできる登録事業者数の増

32 県 医療介護連携推進事業
市町村において在宅医療と介護の連携がスムーズになされることを目的に、
広域連携及び郡市医師会や中核的医療機関との連携強化を中心に支援

県 531
在宅医療・介護連携体制の構築を支援するた
めの調整会議開催数

６回 ８回 看取りに取り組む介護事業者の増

33 青森県医師会
介護施設における医療介護連携人
材養成事業

介護施設に勤務する介護職員を対象に准看護師養成所への進学を促すた
め、学費等を支援する事業に要する経費を補助

青森県医師会 1,338 介護職員の入学者数 ８名 ３名 養成された職員による体制の強化

34 県
行政・地域・他職種連携による青森
県型地域共生社会推進事業

これまでの事業で育成した多職種連携のによる包括的支援体制の構築に寄
与する人財をはじめ、市町村職員、生活支援コーディネーター、地域包括支
援センター職員、介護支援専門員等、医療・介護等関係職員を対象とした専
門職主体の情報交換会の開催

県 312
情報交換会開催回数
情報交換会参加者数

６回
６００名

３回
８１名

関係機関のスムーズな連携及び、多職種の専門
家による継続的なネットワークの構築

35 県
地域包括支援センター職員等研修事
業

地域包括支援センター職員等に対する必要な知識及び技能の向上を図るた
めの研修の実施

県 1,112 研修参加者数 ４７２人 １５５人 介護予防に携わる職員の資質の向上

36
青森県老人福祉協
会

訪問介護サービス提供責任者研修
事業

訪問介護の現場を担うサービス提供責任者に対する研修の実施
青森県老人福祉協
会

598
開催回数
研修参加者数

２回
１００人

２回
１２３人

サービス責任者の資質の向上

37 基盤整備 県
あおもり高齢者すこやか自立プラン
推進協議会設置費

あおもり高齢者すこやか自立プラン推進協議会の開催 県 503
協議会開催回数（医療介護総合確保推進法
に基づく県計画分）

２回 ２回
介護人材の確保、労働環境・処遇改善等に関する
総合的な取組の推進

212,919

590,244

小計

総　計　（介護分）

資質の向上
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